
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

 財政力指数　  ： ニュータウン開発に伴う順調な人口増加などから、これまでは市税収入が安定的に増加してきた。財政力指数は類似
                      団体平均を上回っているものの、長引く景気低迷や地価の下落、人口増加のストップなどから、自主財源の根幹をなす
                      市税収入は低迷し財政構造の硬直化が進んでいる。
 経常収支比率 ： 市税等の一般財源収入が低迷する一方、人件費、扶助費、公債費といった義務的経費は増嵩を続けている。財政構造
                       を分析する指標である経常収支比率は、平成16年度決算で90.4％となり、類似団体や県下市町平均よりも低いものの、
                       前年度に比して5.4ポイント上昇し、財政構造の硬直化が進んでいる。
                         このため今後、財政の健全化に向けて、定員管理や給与の適正化による人件費の削減、投資的経費の抑制、民間委
                       託等の推進など歳出の徹底した見直しと、市税収入などの徴収対策をはじめとする自主財源の確保などの取り組みを進
                       めていく。
 起債制限比率 ： 都市づくりの進捗に伴って、国庫補助制度、大規模宅地等の施行者による立替施行、地方債などの制度を利用し社会
                      資本整備を実施してきた。地方債については、起債制限比率などの指標をもとに後年度の財政負担が過大とならないよう
                      総枠を抑制することを基本として借入を行っている。
　　　　　　　　　　  起債制限比率は、類似団体に比べ0.3ポイント高いものの、県下市町平均を下回っている。しかし、今後地方債の償還費
                      （公債費）のピークを迎えてくることとなり、起債制限比率の上昇が見込まれる。
 人口１人当たり： 人口１人当たり地方債残高は401,527円で県下市町平均689,479円を下回っているものの、類似団体平均321,430円を上
 地方債現残高　 回っている。これはニュータウン開発等に伴う社会資本整備の財源としての地方債借入れによるものであり、おおよその基
                        盤整備に見通しがついた今後は、地方債借入額とその残高の減少に向けて投資的事業の抑制を図っていく。
 ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数 ： H12年102.8、H15年101.9、H17年100.3と低下傾向にあるが、類似団体平均を上回っている。今後も引き続き国及び類似
                      団体との給与の均衡化に努める。
 人口1,000人   ： 類似団体平均と同数である。今後も引き続き適正な定員管理に努める。
 当たり職員数


